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・18 歳人口は、現在の 112 万人から 2040 年には 80 万人まで約 28％減少すると予測されている。 
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２．労働力人口の見通し 

（１）生産年齢人口の減少 

・現在約 7.2 千万人のわが国の生産年齢人口は、2040 年には約 5.5 千万人にまで減少すると予測

されている。人口の約２割減を上回る約３割の減少が予測されている。 

 

（２）労働力人口と労働力率の見通し 

・わが国の人口が 2008 年をピークに減少する中、労働力人口は女性や高齢者の労働参加の増加に
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・１人当たりの年間労働時間は、依然として欧州諸国より高い水準となっている  
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５．課題認識のまとめ 

 

・ここまでの課題意識をできるだけ単純化し、下図のとおり整理した。以降、第２章から第４章
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第２章．産学連携による教育システムの見直し  
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②採用コストの見通し 

・リクルート社の「就職白書 2022」によると、企業の採用意欲は増加傾向にあり、2023 年は新卒・

中途採用ともに人材獲得競争が過熱すると予測している。求人の増加や内定者確保
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【コラム７】実践データサイエンティスト育成プログラム概要（名古屋大学） 

・名古屋大学では、大学院学生・社会人を対象に、データサイエンティストに必要な３要素（実

世界データ知識、ツールの活用スキル、異分野との協業マインド）の育成を目的とした「実践

データサイエンティスト育成プログラム」を 2019 年から実施している。 

・「実世界データ演習」では、大学院生と社会人がそれぞれチームを組み、企業などから提供され









 

41 









 

45 

・一方、海外では、博士号が社会的に評価されており、処遇が良い。米国では修士号取得者と博士号

取得者の平均年収の差は、約 47,000 ドル（約 600 万円＜1 ドル＝130 円で換算＞、修士＜博士）

となっており、近年その差は拡大傾向にある。 
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２．博士人材の企業での活躍に向けた課題



 

49 





 51 









 

55 

（２）豊橋技術科学大学「社会人向け実践教育プログラム」 

・豊橋技術科学大学は、産業構造の転換や労働力人口の減少に対して、大学の有する知や研究成
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（３）中部圏の企業への呼びかけ 

・中部圏の主要産業である自動車産業が 100 年に一度の変革期にある中で、中部圏が今後も産業

競争力を維持し、持続的に成長していくためには、中部圏の企業自らが率先して人事制度や雇

用環境の改革に取り組み、社会環境や産業構造の変化に立ち向かっていく必要がある。 

・その際、大学をはじめとする教育界にも協力を求め、産学が一緒になった取り組みを中部圏発

で全国に広められることを目指したい。 

・企業において人的資本に関する課題が認識されはじめているものの、具体的な取り組みはまだ
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